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１．特許審査ハイウェイ(PPH)の概要

特許審査ハイウェイとは、ある庁で特許可能と判断された
出願について、出願人の申請により、上記庁とこの取組を実
施している庁において簡易な手続で早期審査を受けられる
ようにする枠組みです。

これにより、各庁における他庁のサーチ・審査結果の利用
を通じて、複数国での安定した強い特許権の効率的な取得
を支援しています。

なお、上記枠組みは拡大され、PCT国際段階において見
解書又は国際予備審査報告にて特許可能と判断された出
願についても同様に、PCT国内段階において簡易な手続で
早期審査を受けられることを可能にする特許審査ハイウェイ
プログラム(PCT-PPH)も開始されています。
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PPHが申請された特許出願は、後続審査庁(OLE)で特許を取得
できる可能性が高まります。これは、PPHが申請された出願は、
PPH申請されない出願に比べ、後続審査庁(OLE)における審査
結果をより正確に予見できることを示すものです。

また、PPHを利用することは、同じ発明に対し、先行審査庁
(OEE)におけるすべてのサーチ／審査結果を踏まえて後続審査
庁(OLE)の審査官が審査を行うことが可能になるため、より高い
質の特許を得ることも期待されます。

２．PPHのメリット－質の向上－

日本国特許庁における特許率
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米国特許商標庁における特許率

日本全案件の集計期間：
2013年1月～12月

米国の集計期間：

2013年7月～2013年12月

日本PPH案件の集計期間：
2014年1月～6月



PPHを利用することにより、後続審査庁(OLE)での早期か
つ効率的な権利取得が可能となります。

例えば、

(1) 後続審査庁(OLE) での平均審査順番待ち期間にかかわ
らず、申請に応じて後続審査庁(OLE) で早期に審査が実施さ
れます。

(2) 先行審査庁（OEE）で通知されたオフィスアクションが後続
審査庁(OLE) で重複して通知されることを避けることができる
ため、権利取得までの期間を短縮することにもつながります。

(3) さらに、オフィスアクションに対する応答が減少することに
より、出願人側のコスト低減にもつながります。

３．PPHのメリット－迅速な審査－
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４．PPHのメリット－迅速な審査－

PPHを利用した場合、後続審査庁(OLE)での審査順番待ち期
間が大幅に短縮されることが見込まれます。

日本 → 米国：
<PPHなし> 約18月 (出願から一次審査まで)   
<PPHあり> 約4.4月 (PPH申請から一次審査まで)

米国 → 日本：
<PPHなし> 約10月 (審査請求から一次審査まで)   
<PPHあり> 約1.7月 (PPH申請から一次審査まで)
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PPHあり



2006年7月の日米特許審査ハイウェイ試行プログラムの
開始以降、様々な特許庁が特許審査ハイウェイに参加し、
世界中に特許審査ハイウェイネットワークが拡大していま
す。

2014年11月1日時点で、30の特許庁が参加しています。

５．PPHネットワークの拡大
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2011年7月15日から、PPH申請要件が緩和された試行プ
ログラムであるPPH MOTTAINAIが開始されています。

要件緩和以前は、原則、出願人が最初に特許出願をし
た国・地域の審査結果に基づくPPH申請のみしか認めら
れていませんでしたが、本試行プログラムにおいては、最
初に出願された国・地域（OFF）の審査結果に限らず、他
の参加国による審査結果に基づき、PPH申請が可能と
なっています。

６．PPH MOTTAINAI－PPH申請要件の緩和－
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PPH MOTTAINAI試行プログラムの開始により、
新たにＰＰＨ申請が可能となる場合
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７．グローバルＰＰＨ

2014年1月6日より、利用できるPPH の種類を共通化し
た、多数国間の枠組み「グローバルPPH」試行プログラム
を開始しています。

この枠組みに参加した知的財産庁の間では、すべての
PPH（通常型PPH、PPH MOTTAINAI、PCT-PPH ）が利用
可能となり、国によりどのPPH が利用可能なのか区別す
る必要がなくなります。

日本を含む19か国・地域（日本、米国、韓国、英国、デン
マーク、フィンランド、ロシア、ハンガリー、カナダ、スペイン、
スウェーデン、北欧特許庁、ノルウェー、アイスランド、イス
ラエル、ポルトガル、オーストラリア、オーストリア、シンガ
ポール）が参加しています。
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グローバル PPH 開始前 グローバル PPH 
（2014年１月６日～）

: 通常型PPH

: PCT-PPH
: PPH MOTTAINAI

参加全庁の間で
通常型PPH,PPH MOTTAINAI,

PCT-PPHが利用可能

: PCT-PPH
: PPH MOTTAINAI



８．PPH統計
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世界のPPHの申請件数は増加の一途を辿っており、2014
年6月末時点で、その累積件数は61,000件を超えました。

PPH申請件数（PCT-PPH除く）（2014年6月末時点）

PCT-PPH申請件数（2014年6月末時点）

※（ ）内の数字は、PPH MOTTAINAI 試行プログラム申請件数で内数。
* 2014年1月～6月に申請されたPCT-PPH申請件数を含む
**2013年12月末時点の申請件数

* 2013年12月末時点の申請件数



９．PPHポータルサイト
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日本国特許庁は、PPHポータルサイトを通じて、PPH関
連統計データ、各国PPHガイドライン及びリクエストフォー
ム等を提供しています。

これらの最新かつ詳細な情報につきましては、PPHポー
タルサイトをご参照ください。

＜PPHポータルサイト＞

URL: http://www.jpo.go.jp/ppph-portal/index.htm

ＰＰＨに関する最新情報
の提供

各国申請ガイドライン、
リクエストフォームの提供

各国における
PPH統計データの提供


